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情報通信技術（ICT）を活用した
場所や時間にとらわれない

柔軟な働き方

社団法人 日本テレワーク協会

テレワークの定義 テレワークの効果

事業継続性の確保(BCP)

環境負荷の軽減

生産性の向上

優秀な社員の確保

オフィスコスト削減

雇用創出と労働力創造

ワークライフバランスの実現

日本マイクロソフトのテレワーク

いつでも

どこでも
社内のフリーアドレスや

オープンスペース・・

社外の自宅や外出先 ただ仕事が出来るだけ

ではなく

活躍できる

マイクロソフトのテレワークへの取り組み



テレワーク推進賞 会長賞

時間・場所・手段を問わない働き方



Phase I

2007.1～
Phase II

2008.8.1～
非常時

2011.3.22～
制度改定
2012.7.1～

事
由

育児
介護・看護
自身の障碍

Phase Iから
継続

Phase IIとして
拡大

天災や災害による非常
時

恒常的 特別・臨時

育児
介護・看護
自身の障碍

業務効率
生産性向上

育児
介護・看護
自身の障碍

業務効率
生産性向上

育児
介護・看護
自身の障碍

一時的な業務効率

部
門

全社 全社
Phase II に参加する部
門
→2011.5より全社

全社 全社 全社

日
数

週2日まで 週2日まで 週2日まで 週5日まで 週3日まで
週5日まで
1日単位

期
間

3か月まで
更新可

3か月まで
更新可

3か月まで
更新可
→2011.5より6か月まで

会社が決定
3ヶ月以上6か月以内
更新可

1ヶ月以内
1日単位

制度・
ポリシー

参考：「フレキシブルワーク」を支援する制度

制度設定時の位置づけ
 デジタルライフを提言するMSとして、ITを駆使した“働き方”を実践します。
 福利厚生制度ではなく、会社が認める“働き方”の一つです。
 在宅勤務を希望する社員への適用が適切かどうか会社（マネージャ）が判断します。
 適用が認められた社員は、自律性をもって、業務を遂行します。制度の適用そのものは、コミットメント達成の期待値を変動させる

ものではありません。
 職務によっては在宅勤務そのものがその職務に見合った“働き方”では無い場合があります。今後もマイクロソフトのテクノロジーで

実現できる多様な働き方を積極的に検討します。

在宅勤務制度の設定・改訂

在宅勤務時の労務管理



2012年 2015年～2014年2013年

日本マイクロソフト単独開催
・テレワークを全社でやった
・社員意識調査、PR 素材が成果

外部への波及
・外部関係者の巻き込み
・セールスマテリアル作成
・テレワーク活動の継続

MS MS

MS

MS

活動の定常化
・定期開催のスキーム化
・外部関係者の更なる拡大・ビジネス化
・テレワーク＝日本マイクロソフトのイメージ作り

User

団体

User

省庁

団体

自治体

企業

協会
ISVSI

ISV

SI



テレワーク推奨強化週間 2014 賛同団体

http://www.microsoft.com/ja-jp/office/365/telework2014/default.aspx

• 支援策：中小企業向け「テレワーク＆モバイルワーク推進期間」開始

http://www.microsoft.com/ja-jp/news/Press/2014/Nov14/141104_SMB_Office365.aspx



リモートアクセス＝コスト追加
クラウドサービス＝コスト削減

WiFi、モバイルネットワークで
どこからでも対面コミュニケー
ション

PCだけでなく、あらゆるデバイ
スが仕事環境になるどこでも
Office

BYOD（私物）スマートフォン、
タブレット、PCのセキュリティ
を一元管理



でも
Office が使える

Office Mobile 

iPhone 版/Android版
Office for iPad



9

お客様事例（民間）

事業ビジョン「3M戦略」推進につ
ながるワークスタイル改革へ

●人中心のコミュニケーション基盤
構築

●部門間の壁を越えた連携促進
●コミュニケーションの質の向上

グループ全体のシナジー効果の向上

●組織の壁を越えた連携
●グループ展開の容易さ

●フル機能の装備

グローバルコミュニケーション
基盤の構築

●マルチデバイスリモートアクセス

グループ全社 14 万人にグローバル
情報共有基盤を導入

 マルチデバイスへの対応
 強固なセキュリティ環境
 信頼性・柔軟性の高い

クラウドサービス基盤

ワークスタイル変革により、
顧客対応力を強化

●マーケティング強化
●販売力強化

グローバルナレッジシェアの実現

●機動力のある働き方
●知見/情報の共有

●会議の高度化
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• 人材

• インフラ

• 事業の継続と投資



愛媛マルゴト自転車道の取り組み

• 社会貢献活動「地域活性化協働プログラム」を愛媛県様と締結

• 障碍者雇用を支援する団体を含む「えひめICT利活用推進コンソー
シアム」が「愛媛マルゴト自転車道サービスサイト」構築運用す
ることで地域に貢献

• Microsoft Azureを基盤として、Dynamics CRMやBing Mapsなどマイ
クロソフトテクノロジを活用した先進ソリューションを提供

パブリッククラウドサービス
＋先進ソリューション



愛媛マルゴト自転車道サービスサイト

4月22日（火）公開 （URL）https://ehime-cycling.jp

登録情報管理
会員管理
苦情対応

【Web画面】 【スマホ画面】
トップ 場所 情報登録

【管理機能】

【ネットワーク通信】
Wifi/3G/LTE



行政職員も介護、育児等によりテレワークが求められてきている
•しかし、自宅に十分なスペ－ス、機器等の環境がない、セキュリティの確保ができな
い、環境負荷などの問題もある
•地域テレワークセンターは機器の集約化などメリットがあるがビジネス的に未完

行政テレワークセンター構想
・学校の空き教室にテレワークセンター
・高度機器を集中整備
・行政施設内なのでセキュリティは高い
・学校から見ても行政職員であれば保護者の反発低い
・災害時の避難拠点がそのままバーチャル復旧センター
・将来は企業にも開放
・学校の地域コミュニティー化を推進
・学校もTY会議等の高度機器利用が可能
課題
・学校の改造

（介護施設） 遠隔医療

（高齢者施設）

父 週３日通勤
母 週２日通勤

親子で
通学、通勤

クラブ

地域コミュニティ

放課後

（育児施設）

教室

21世紀型スキル教育

行政テレワークセンタ 共用施設

テレワークにより昼食などの各種経
済活動が都市から地域に移動

家族で朝食、
夕食、団欒

各府省・自治体等の
バーチャルオフィス

高度なソフトもネッ
トワーク経由で利用

共用テレビ会議室は
ビジネス、教育、交
流など多様に活用

将来は高齢者施設、育児施設も併設
近所に医療機関などもあると良い

行政機関

地域

地元経済が回
り始める

顔の見えるコミュ
ニティになる

親も指導

（企業）

企業や行政の活動そのもの
がバーチャルチーム化

ステップ１
・官舎のそばの学校で試行
ステップ２
・人口多い都市で試行
ステップ３
・全国に展開
ステップ４
・民間利用への展開
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